
陶器の郷運営規定 

 
（事業の目的） 
第１条 株式会社幸寿が開設する有料老人ホーム陶器の郷（以下「事業所」という）が行う住宅型有料老人ホーム

（以下「事業」という）の適切な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、円滑な

運営を図ることを目的とします。 
 
（運営の方針） 
第２条 事業の実施に当たっては、入居者が可能な限りその有する能力に応じて、自立した生活を営むことが出

来る様にします。 
 ２  入居者がゆったり落ち着いた生活ができるように努めます。 
 ３  入居者又はその家族に対し、サービスの内容及び提供方法について分かりやすく説明します。 
 
（事業所の名称及び所在地等） 
第３条 事業所の名称及び所在地は、次の以下のとおりとします。 
  一 名 称  陶器の郷 
  二 所在地  堺市中区福田 1430 番地 
 
（入居者定員及び居室数） 
第４条 事業所の入居定員及び居室数は、次のとおりとします。 
  一 入居定員 19 名 
  二 居室数  18 室（内 1 室は 2 人部屋） 
 
（従業者の職種、員数及び勤務内容） 
第５条 従業者の職種、員数及び勤務の内容は、次のとおりにします。 
  一 施設長 １人 
    事業者の職員及び業務の管理を一元的に行います。また、利用者及びその家族への生活相談に対応する

と共に、必要な助言その他の援助を行います。 
 ２  事業のサービスが入居者に円滑に提供することが出来るように勤務体制を確保します。 
 ３  従業者の勤務体制を定めるに当たっては、入居者が安心して日常生活が送れるよう継続性を重視したサ

ービスの提供に配慮します。 
 ４  従業者の資質の向上のために、その研修の確保に努めます。 
 
（内容及び手続きの説明及び同意） 
第６条 当事者の提供の開始に当たり、あらかじめ入居申込者及びその家族に対し、当管理規定の概要及び重要

事項等についての文書を交付して説明を行い、提供の開始に当たり、入居申込者の同意を得なければな

らないこととします。 
 

（入退所） 
第７条 入居対象者は、概ね６０歳以上の高齢者であり、多人数による共同生活を営むことに支障のない者とし



ます。 
 ２  入居申込者が、入院治療を要する者等の、入居が困難であると認めた場合は、適切な他の介護保険施設、

病院又は診療所を紹介する等の措置を速やかに講じます。 
 ３  入居者の退所に際しては、入居者及びその家族の希望により相談に応じます。 
 ４  入居者の退所に際しては、入居者及びその家族の希望に対して居宅介護支援事業所等への情報の提供及

び保健医療サービス及び福祉サービスを提供する事業者との密接な連絡調整に努めます。 
 
（サービスの内容） 
第８条 入居者に対して、次のサービス項目に基づき、サービスを提供します。 
  一 食事の提供。（居室へ配膳するものではない） 
  二 安否確認。 
  三 緊急時の対応。 
  四  健康生活相談 
  五 服薬支援 
  六 生活リズムの記録（医師の指示があれば、生活リズムの記録をとります。） 
  七 ホーム内の移動の見守り（依頼時） 
 ２  各関係機関との密接な連携に努めます。 
 
（利用料） 
第９条 事業のサービスに要する費用の額は、「重要事項説明書」の別紙に記載したとおりです。 
 ２   利用料に係るサービス提供に当たって、入居者及びその家族に対して、サービスの内容及び費用につい

て説明し、入居者及びその家族の同意を得るものとします。 
 
(利用料の変更) 
第１０条 事業者は、経済状況の著しい変化やその他やむを得ない事由がある場合には、前条の規定による利用 

料を変更することができます。 
  ２  事業者は、前項の規定により利用料を変更する場合は、あらかじめ、入居者又はその家族に対し、当

該サービスの内容及び費用を記した文章により説明、同意を得るものとします。 
（介護） 
第１１条 入居者の心身の状況に応じて自立の支援と日常生活の充実に資するよう適切な居宅サービス事業者

の紹介及び相談に応じます。 
  ２  食事、入浴、機能訓練その他の日常生活の行為、排泄、体位交換、シーツ交換等の介助が必要な方は、

原則として居宅サービス事業者が対応します。従業者又は担当の介護支援専門員へ相談してください。 

  ３  ご利用開始後、健康状態の把握及び安全の為、利用者の責任においてできるだけ定期的に医療機関へ

の受診をしていただきます。介助が必要な場合には、原則として、居宅サービス事業者が対応します。

従業者又は担当の介護支援専門員へ相談してください。 
 
（社会生活上の便宜の提供） 
第１２条 入居者の趣味又は嗜好に応じた活動の相談に応じます。 
  ２  入居者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続き等について、入居者及びその家族が行う

ことが困難である場合は、その者の同意を得て代行します。 
  ３  常に入居者及びその家族との連絡を密にし、連携を図るよう努めます。 



（定員の厳守） 
第１３条 入居定員及び居室の定員を超えて入所させてはいけません。 
 
（居室の移動） 
第１４条 入居者は、原則として別に定める契約書により締結した居室を使用するものとします。但し、適切に

サービスを受ける事が困難な場合であって、次の各号に定める場合には、利用していない居室がある

場合に限り、入居者の希望により居室を移動することができます。 
   一 日照、採光等の環境が、より適切なサービス提供をする合理的理由がある時。 
   二 現に使用している居室の設備等が、より適切なサービス提供をする上で著しい支障がある時。 
   三 より適切なサービス提供をする上で、他の入居者との関係が日常生活を送る上で著しい支障がある時。 

四 その他既に利用している居室がより適切なサービス提供をするため、入居者の日常生活上に著しい支 
障がある時。 

  ２  事業者は、居宅サービス事業の提供に著しい支障があると認める時は、事業者の管理者は、入居者の

同意を得て居室を移動させる事ができます。 
  
（居室の移動の手続き） 
第１５条 前条第１項に規定する居室の移動を希望する入居者は、その理由を付した書面により管理者へ提出し

なければなりません。 
  ２  事業者の管理者は、前項の書面を受理したときは、その理由その他の居宅サービス事業の適切な運営

を総合的に勘案し、その適否を入居者に書面をもって通知します。 
  ３  前条第２項の規定により、事業者が入居者の居室を移動させる場合は、その理由を付した書面を交付

し、入居者の同意を得なければなりません。 
 
（居室の移動に係る費用負担） 
第１６条 前条第２項の規定により居室の移動をした入居者は、移動する前に使用していた居室を入居前の現状

に復しなければなりません。 
  ２  前項に規定する現状に復する費用は入居者の負担とします。 
 
（記録と整理） 
第１７条 事業者は、職員、設備及び会計に関する次の各号に掲げる諸記録を整備します。 
   一 苦情の内容等の記録。 
   二 事故の状況及び事故に際して採った処置の記録。 
   三 提供した具体的なサービスの内容等の記録。 
   四 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録。 
   
（喫煙） 
第１８条 居室内及び敷地内は全面禁煙です。また、タバコ、ライターの持ち込みも禁止します。 
（飲酒） 
第１９条 居室内及び敷地内は禁酒に協力していただきます。 
 
（衛生保持） 
第２０条 入居者は、事業所の清潔、整頓、その他の環境衛生の保持の為に事業者に協力していただきます。 



 
（禁止事項） 
第２１条 入居者は、事業者で次の行為をしてはいけません。 
   一 宗教や信条の相違等で他人を攻撃し、又は自己の利益の為に他人の自由を侵すこと。 
   二 けんか、口論、泥酔等で他の入居者等に迷惑を及ぼすこと。 
   三 事業者の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。 
   四 指定した場所以外で火気を用いる事。 
   五 故意に事業者もしくは物品に危害を与え、又はこれらを持ち出すこと。 
 
（入居者に関する市町村への通知） 
第２２条 入居者が次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知し 

ます。 
   一 正当な理由なしにサービス利用に関する指示に従わない事により、要介護状態の程度を増進させたと

認められる時。 
   二 偽りその他不正行為によって保険給付を受け、又は受けようとしている時。 
 
（緊急時の対応） 
第２３条 事業者は、入居者の心身状況に急変が生じた場合その他緊急の事態が生じた場合には、速やかに主治

医又は協力医療機関に連絡すると共に、できるだけ速やかにその家族に連絡するなどの必要な措置を

講じます。 
 
（事故発生時の対応） 
第２４条 事業者は入居者に対するサービス提供により事故が発生した場合には、前項の規定に沿って対応する

と共に、市町村等各関係機関に連絡します。 
 
（非常災害対策） 
第２５条 事業者は、非常災害その他緊急の事態に備え、防災及び避難に関する計画を作成し、従業者に周知す

ると共に、当該計画に従って、年一回以上の避難誘導訓練その他必要な訓練等を行います。 
 
（協力医療機関等） 
第２６条 入居者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ協力医療機関を定めておきます。 
  ２  サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等の為に病院との連携及び支援体制を整えま

す。 
 
（利益供与の禁止） 
第２７条 居宅介護支援事業所及び居宅サービス事業所又は、それらの従業者に対し当事業者を紹介することの

代償として金品その他の財産上の利益を供与しません。 
  ２  居宅介護支援事業所及び居宅サービス事業所又は、それらの従業者から、当事業所からの退所者を紹

介することの代償として、金品その他財産上の利益は収受しません。 
 
（サービス提供拒否の禁止） 
第２８条 正当な理由なく事業のサービス提供を拒んではいけません。 



 
（掲示） 
第２９条 施設内の見やすい場所に、管理規定の概要、職員の勤務体制、協力医療機関、利用料その他のサービ

スの選択に資する重要事項を掲示します。 
 
（個人情報の保護） 
第３０条 従業者の職員は、正当な理由なく業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らしません。 
  ２  退職者等が正当な理由なく業務上知り得た入居者又はその家族の秘密を漏らさぬよう、必要な措置を

講じます。 
 
（苦情処理） 
第３１条 事業者は、サービスに関する入居者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応する為、苦情受付

窓口を設置しています。 
  ２  前項の苦情を受け付けた場合には、その苦情の内容等を記録します。 
 
（虐待防止に関する事項） 
第３２条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 
（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 
（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 
（３）その他虐待防止のために必要な措置 
   ・虐待防止に関する責任者の選定及び措置 

・成年後見制度の利用支援 
   ・介護相談員の受入れ 

２   事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護す

る者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報する

ものとする。 

 
（その他） 
第３３条 この規定に定める事項のほか、管理運営に関する重要事項は株式会社幸寿での協議に基づいて定める

ものとします。 
 
附則   この規定は、令和 4 年 4 月 1 日から施行します。 
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